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1. はじめに

近年，東海地震や東南海地震などの海溝沿いの巨大

地震の発生が懸念されている．これらの地震の際には，

首都圏でも南西部では大きな揺れになると考えられる。

また，これらの地震による強震動は，伊豆半島から首

都圏南西部を伝播し，首都圏中心部に達すると考えら

れ，首都圏南西部での強震動の変化を理解することは，

首都圏中心部における地震動を考える際にも重要なこ

とである．

この研究では，東工大キャンパス内での強震観測と，

既設の地震観測による強震データとを合わせて，首都

圏南西部における地震動や構造物の地震時の挙動を明

らかにするための基礎的なデータを整備することを目

的としており，そのための，データ収集システムにつ

いて報告する．

2. 観測システムの概要

2.1 既存の観測システムについて

すずかけ台キャンパスでは，すでに強震計がアレイ

状に設置され，強震観測が実施されている [1]．これま
でに，すずかけ台キャンパス内において，20階だての
高層免震棟 (J2棟)および通常の 11階だての鉄筋コン
クリート造の構造物 (J1棟)のいくつかのフロア，キャ
ンパス内の地盤上の 3 地点に高精度地震計を設置し，
さらに，K-NET95 タイプの地震計をすずかけ台キャ
ンパス内の地盤上の 4地点に，GPS観測システムを J2
棟の屋上に 1ヶ所設置している．
なお，以下では，すずかけ台キャンパス内の地震観測

システムをキャンパス内システム，と呼ぶこととする．

また，学外に設置されている既存の強震観測点 (小田
原–横浜の間の５地点)での観測システムの整備も行っ
た [2]．
2.2 地震観測データの一元管理

—地震観測データ通信システムの構築

新たに，既存の学内外の観測システムのメンテナン

スを容易にするとともに，これらの観測データを一元

管理するための地震観測データ通信システムの整備を

進めている (以下では，単に通信システムと呼ぶこと
とする)．
観測データの一元化にあたっては，これまでに報告

を行っているキャンパス内システムや小田原–横浜間の
強震観測点だけでなく，それ以外の既存の強震観測点

もあわせて管理できるようにシステムを設計した．こ

のため，種々のタイプの地震計を取り扱う必要があり，

データ収集におけるインターフェイスを統一し，異な

るデータ仕様の地震計の出力を標準的なデータフォー

マットに変換するミドルウェアを導入することで容易

に異なる仕様の種々のデータを取り扱うことが出来る

よう配慮している．これらにより，その後の観測地点

の追加にあたっても柔軟に対応できるシステムとする

ことを目指した．

通信システムでは，既存観測点のデータは主として

電話回線を利用して回収するため，キャンパス内シス

テムとは全く別に構築することとした．これにより，

キャンパス内システムのデータもそれ以外の観測点と

同様な位置づけで取り扱うことが可能となり，通信シ

ステム側から観測地点を見たときに，全ての観測地点

が同じインターフェイスでアクセスできるような抽象

化を行い，システムの単純化と安定性の向上をはかっ

ている．

2.3 キャンパス内システムのネットワーク構成の変更

上のようなコンセプトの元では，キャンパス内シス

テムのネットワーク構成についても大幅な変更が必要

となる．すなわち，具体的には以下のような機能を追

加することとなる．

• キャンパス内システムのデータをネットワークシ
ステムへ送信するために，キャンパス内システム

のために構築しているローカルエリアネットワー

クから外部ネットワークへのアクセスを許可しな

くてはならない．

• さらに，大岡山キャンパスにおいて J2棟内に設
置しているものと同等の高精度地震計を新たに設



図 1: キャンパス内システムの新しいネットワーク構成

置し，これもキャンパス内システムでデータを管

理することとしたため，キャンパス内システムの

ローカルエリアネットワークにおいて外部ネット

ワークからのデータを受信してそれを保存するこ

とができなくてはならない．

これまでのキャンパス内システムでは，外部から完

全に切り離されたローカルエリアネットワークのみで

完結しており，それによってセキュリティを確保する

というポリシーであった。そこで，上記のような機能

を確保するために，キャンパス内システムのローカル

エリアネットワークを外部に解放しつつ，ネットワー

クセキュリティに配慮した新しいネットワーク環境を

構成することとした．

3. キャンパス内システムのネットワーク構成

キャンパス内システムの新しいネットワーク構成を

図 1に示す．なお，図 1ではセキュリティ確保のため
に一部詳細を省いて表示している．

このネットワーク構成では，管理に必要とされる暗

号化された sshによる通信を限られたホストの間だけ
で許可するとともに，データ通信の相手先ホストを厳

密に管理することでセキュリティを確保している．特

に，学内 LANを挟んで対向するルータとして 4個の
物理ポートを有する VPNルータを採用して，観測機
器が接続された観測用領域，データ公開を行う DMZ
領域，外部ネットワーク領域，データ管理領域といっ

た明確な役割を持ったネットワークに論理的に分離す

ることで管理を容易にしている点が特徴である．

これにより，セキュリティポリシーに従って一台の

ルータの中で 4つの物理ポートに対して明確な役割を

持たせることが可能となり，そのセキュリティポリシー

に従った物理ポート間の通信をルータで一元的に管理

し，セキュリティホールが生じる危険性を最小限にと

どめているのである．また，一台のルータで一元管理

することで論理ポートの解放・制限のルールやポート

フォワーディング，NATの構成，通信先ホストの制限
などのルールが単純化される，という点もセキュリティ

確保において重要な点であると言える．

4. 地震観測データ通信システムの構築

既に述べた通り，通信システムはキャンパス内シス

テムを含む既存の強震観測点を一元的に管理すること

を目的として構築されたシステムである．そのため，

種々の観測装置や通信方法に対応するために，論理的

なインターフェイスを統一し，ミドルウェアで対応す

るように構成されている．

対応している通信方法には，ISDN回線経由でのPHS
との piafsを用いた 32kbpsのデジタル通信，学内内線
電話回線を利用した最大 56kbpsのモデムによるアナロ
グ通信，学内 LANを用いた ethernet経由の TCP/IP
による通信である．学外の地震観測点には PHSによ
る two link serviceを採用することでランニングコス
トを抑えているが，その反面，PHSのサービスエリア
が都市域に限られるために電波が届きにくい場所も多

い，という問題も抱える結果となった．

また，データ処理は全てWINフォーマットを基本と
したシステムとしており，WIN フォーマットに対応し
ていない地震観測装置については，ミドルウェアを作

成してネットワークシステムの側からはWINフォー
マットのデータだけを取り扱うようにしている．ミド



図 2: 地震観測データ通信システムの
初期画面

図 3: 地震観測データ通信システムに
登録されている地震データのリスト

(月別表示)

図 4: 選択した地震について記録が得
られている観測点の例

図 5: 選択した地震のある観測点における記録の表示例

ルウェアが対応している地震観測装置は，勝島製作所製

DATOL-100，AccuSEIS Omni，アカシ製GPL6A3P，
ASI-230，K-NET95，キネメトリックス製 Altus K2，
Altus Makaluである．高精度地震観測に広く用いられ
ている地震観測装置に対応しているため，現在のシス

テムでも多くの観測点に対応可能である．

通信システムのデータサーバー上ではwebサーバー
が動作しており，外部からはこのサーバーに接続するこ

とで全てのデータを一覧することが可能である．サー

バーに接続したときの初期画面を図 2に示す．この画
面ではシステムに登録されている観測地点の位置が地

図上に表示されている．また，月別の地震の発生状況

を一覧表示し (図 3)，そのなかからひとつの地震を選
ぶと，図 4に示すような地図が表示されて地震記録が
得られている観測点が表示される．そのなかの適当な

観測点を選ぶと図 5のような波形，スペクトル等が表
示されるようになっている．また，これらのデータを

ftpを経由してダウンロードすることも可能である．

5. おわりに

キャンパス内システムのネットワークを外部ネット

ワークに対して安全に解放し，さらに，既存の強震観



測地点のデータをPHS等を用いて自動的に収集し，表
示，データのダウンロードを実現するための地震観測

データ通信システムを構築した．これにより，異なる

データフォーマットで出力される地震計の記録を一元

的に管理すると共に，それらのデータの共有を容易に

することができた．

今後は，強震観測点の充実や通信システムの安定性

の向上，PHSによる通信が困難な場所でのデータの取
り扱い方法の追加などを進めていく予定である．
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